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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

　

回次
第22期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第23期
第１四半期連結
累計(会計)期間

第22期

会計期間
自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日

自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日

自　平成20年４月１日
至　平成21年３月31日

売上高 (千円) 6,640,395 4,456,402 24,510,393

経常利益又は経常損失（△） (千円) △17,487 35,398 119,740

四半期(当期)純損失（△） (千円) △95,408 △74,716 △1,290,593

純資産額 (千円) 207,969 1,127,124 1,201,840

総資産額 (千円) 9,495,092 6,708,722 7,525,491

１株当たり純資産額 (円) △0.63 △15.06 △14.21

１株当たり四半期
(当期)純損失（△）

(円) △1.08 △0.85 △14.67

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ─ ─ ─

自己資本比率 (％) 2.1 △16.0 △13.3

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △40,150 △177,675 △963,314

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 56,838 △17,384 134,268

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △611,824 △70,187 563,177

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 331,450 395,469 660,717

従業員数 (名) 579 384 384

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　第22期第１四半期連結累計(会計)期間及び第23期第１四半期連結累計(会計)期間並びに第22期の潜在株式調

整後１株当たり四半期(当期)純利益については、１株当たり四半期（当期）純損失であるため記載しており

ません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。

なお、人材派遣業を営む子会社トラステックス人材サービス㈱を設立いたしました。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、新規設立により、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりま

した。

名称 住所
資本金
(千円)

主要な事業の内容
議決権の
所有割合(%)

関係内容

（連結子会社）
トラステックス人材サービス㈱

大阪府
門真市

90,000労働者派遣業
100
(100)

営業上の取引
役員の兼務

(注)「議決権の所有割合」欄の（内書）は間接所有であり、軽貨急配㈱を通じて所有しているものです。

　

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社の状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名)
384
(64)

(注) 従業員数は就業人員（社外から当社への出向者は含み、当社から社外への出向者は除く）であり、臨時雇用者数は

（　）内に当第１四半期連結会計期間の平均人数を外数で記載しております。

　

(2) 提出会社の状況

平成21年６月30日現在

従業員数(名) 146

(注) １ 　従業員数は就業人員（社外から当社への出向者は含み、当社から社外への出向者は除く）であります。

２　 従業員数が当第１四半期連結会計期間において81名増加しております。主な理由は、人材派遣業の拡大に

 伴い四半期中にグループ会社内での出向により増員したことによるものであります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】
　

(1) 販売方法

運送事業

①貨物運送受託業務

全国の営業所を通じて顧客より受託した貨物軽自動車による運送業務を委託事業主(オーナー・オペ

レーター)に委託する方法で運送事業を行っております。

また、顧客より受託した運送業務を円滑に行うため、委託事業会社(サブ・コントラクター)に一部業務

を委託しております。

なお、平成21年６月30日現在における当社と「委託取引基本契約書」を締結している委託事業主(オー

ナー・オペレーター)及び「業務委託契約書」を締結している委託事業会社(サブ・コントラクター)の

地域別分布状況は以下のとおりであります。
　
(委託事業主数)

　

地域別

第１四半期連結会計期間
(平成21年６月30日現在)

委託事業主数(人) 前年同期増減(△)数(人)

北海道 291 △12

東北 501 △34

関東 2,769 284

北陸 278 125

中部 858 △401

近畿 1,269 △1,879

中国・四国 580 △51

九州 513 26

合計 7,059 △1,942

　

(委託事業会社数)

　

地域別

第１四半期連結会計期間
(平成21年６月30日現在)

委託事業会社数(社) 前年同期増減(△)数(社)

北海道 10 3

東北 20 6

関東 632 486

北陸 2 2

中部 12 △12

近畿 36 △19

中国・四国 17 △2

九州 12 △14

合計 741 450
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また、当第１四半期連結会計期間における稼動委託事業主(オーナー・オペレーター)の地域別分布

状況は以下のとおりであります。

　

地域別

第１四半期連結会計期間
(平成21年６月30日現在)

委託事業主数(人) 前年同期増減(△)数(人)

北海道 260 △60

東北 371 △264

関東 1,978 △754

北陸 196 27

中部 645 △748

近畿 969 △407

中国・四国 470 △191

九州 346 △176

合計 5,235 △2,573

(注)　上記人数には、当第１四半期連結会計期間において稼動した月間稼動委託事業主数を記載しております。

　

　

開発事業(委託事業主開発業務等)

運送事業を開業しようと希望する委託事業主(オーナー・オペレーター)に対し、特別仕様の貨物軽自

動車、架装ボディ及び附属品を販売あるいはリースしております。
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(2) 販売実績

　

事業の種類別
セグメントの名称

品目

第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

台数(台) 金額(千円) 前年同期比(％)

運送事業
(貨物運送受託業務)

貨物運送収入 ― 3,916,503 △33.7

その他　　営
業収入

貨物事故対策分担金 ― 56,946 △17.5

保管及び
保管附帯収入

― 107,675 △32.3

経営届申請費用及び
売上保証分担金等

― 97,382 △29.9

小計 ― 4,178,507 △33.4

開発事業
(委託事業主開発業務等)

商品売上高

新車及び架装ボディ ― ― ―

中古車 24 10,998 26.3

その他
営業収入

リース料収入等 ― 266,897 △16.0

小計 24 277,895 △24.4

合計 24 4,456,402 △32.9

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

　

(3) 商品仕入実績

　

品目別

第１四半期連結会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

台数(台) 金額(千円) 前年同期比(％)

商品仕入高

新車及び架装ボディ ― ― ―

中古車 111 27,888 1.7

合計 111 27,888 △44.2

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

　

２ 【事業等のリスク】

当社グループは、前連結会計年度に1,290,593千円の当期純損失を計上し、当第１四半期連結会計期間

においても74,716千円の四半期純損失を計上しております。また、営業活動によるキャッシュ・フローも

前連結会計年度963,314千円のマイナス、当第１四半期連結会計期間177,675千円のマイナスとなってお

り、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。

　

３ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の締結はありません。
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４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1)　経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、世界的な景気悪化の影響により、企業業績や雇

用情勢の悪化、個人消費の低迷など、依然として厳しい状況で推移しました。

　このような経済情勢の中、当社グループにおきましてはコア事業である専属型軽貨物運送事業に資

源を集中し、一層の企業価値の向上のため、継続的に事業構造改革を進めてまいります。また、新たな

事業に進出し、軽貨物自動車と協力企業ネットワークを活かし、荷物と車輌の適切なマッチングを素

早く行うスポット・チャーター便を開始しました。

　さらに、新たな管理会計の導入を行っており、全社員が収益に対する意識を持ち一層の経費削減を

推進し、収益性の高い企業グループとして成長するとともに財務体質改善についても取り組んでま

いります。

　

当第１四半期連結会計期間の連結業績は、売上高4,456,402千円、売上総利益1,175,885千円、営業

利益126,319千円、経常利益35,398千円、四半期純損失74,716千円となっております。

　

当社および連結グループの事業別セグメントの業績は次のとおりであります。

運送事業におきましては、前連結会計年度において不採算な取引先の見直し及び撤退などを行

なった影響により、売上高4,178,507千円（前年同期比33.4％減）、営業利益427,521千円（前年同期

比34.7％減）となりました。

　開発事業におきましては、新規転リース用車輌販売台数が前年対比減少したことにより売上高

277,895千円（前年同期比24.4％減）となりましたが、車輌販売台数の抑制に伴い募集広告費及び管

理費等が減少しているため、営業利益34,315千円（前年同期比434,797千円良化）となりました。

　当社グループでは継続的な事業の成長を行うための施策として、荷主企業、オーナー・オペレー

ター（運送店）の担当制度の導入、オーナー・オペレーター（運送店）の教育制度の導入など行っ

ており、コア事業である専属型軽貨物運送事業の成長に資源を集中しております。また、昨年来転

リース用車輌の余剰分を削減し、新規転リース用車輌販売台数を抑制しております。

　

(2)　財政状態の分析

当第１四半期連結会計期間の資産は、流動資産3,501,818千円（前連結会計年度末比754,854千円

減）、固定資産3,206,904千円（前連結会計年度末比61,915千円減）、総資産においては6,708,722千

円（前連結会計年度末比816,769千円減）となりました。その主な要因は、前連結会計年度末と比べ、

現金及び預金が265,247千円、受取手形及び売掛金が38,812千円が減少し、リース投資資産の償却が

351,277千円（内、利息相当額6,990千円）などあったことであります。

　

当第１四半期連結会計期間の負債は、流動負債3,356,047千円（前連結会計年度末比364,506千円

減）、固定負債2,225,550千円（前連結会計年度末比377,546千円減）、負債総額においては、

5,581,597千円（前連結会計年度末比742,052千円減）となりました。その主な要因は、前連結会計年

度末と比べ、短期借入金及び長期借入金が61,800千円、リース債務が351,865千円、リース前受収益が

129,600千円それぞれ減少したことなどであります。

　

当第１四半期連結会計期間の純資産合計は、1,127,124千円（前連結会計年度末比74,716千円減）

となりました。
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(3)　キャッシュ・フローの状況

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前四半期純損

失53,312千円を計上し、仕入債務の減少286,460千円などにより△177,675千円（前第１四半期連

結会計期間△40,150千円）となりました。

　

(投資活動によるキャッシュ・フロー）

前第１四半期連結会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、定期預金の払戻し等によ

り56,838千円となっておりましたが、当第１四半期連結会計期間は△17,384千円となりました。

　

(財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第１四半期連結会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、借入金の返済などにより
△70,187千円（前第１四半期連結会計期間△611,824千円）となりました。
 
　その結果、当第１四半期連結会計期間の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ265,247
千円減少の395,469千円となりました。

　

(4)　事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において当企業集団の事業上及び財務上の対処すべき課題について、

重要な変更及び新たに生じた課題はありません。
　
　

(5)　研究開発活動

該当事項はありません。

　

(6)　継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような状況についての対応策等

２「事業等のリスク」に記載のとおり、当社グループには継続企業の前提に重要な疑義を生じさ

せるような状況が存在しております。このような状況を解消すべく、当社は不採算事業からの撤退を

完了させ軽貨物運送事業に資源を集中し、一層の企業価値向上のため継続的に事業構造改革を進め

てまいります。さらに、新たな管理会計の導入を行うことにより全社員が収益に対する意識を持ち、

一層の経費削減を推進し収益性の高い企業グループとして成長するとともに財務体質改善について

も取り組んでまいります。

　また、平成21年８月10日に軽貨急配株式会社はオリックス株式会社より新規ローンにより200,000

千円の資金を調達しております。

　以上により、継続企業の前提に関する重要な不確実性は認められないと判断しております。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 307,605,800

Ⅵ種種類株式 100,000

計 307,705,800

　

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成21年６月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成21年８月14日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 88,039,01488,039,014非上場
(注)１ 単元株式数は10株

であります。

Ⅵ種種類株式 100,000 100,000非上場
(注)４ 単元株式数は100株

であります。

計 88,139,01488,139,014― ―

(注) １　完全議決権株式であり、権利内容に何ら限定のない当社における標準となる株式であります。
２　「提出日現在発行数」欄には、平成21年８月１日以降提出日までの新株予約権付社債の新株予約権及びストッ
クオプションとしての新株予約権の権利行使により発行されたものは含まれておりません。

３　当社は平成19年４月１日付で平成19年２月28日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載または記録された株

主の所有普通株式数を10株につき１株の割合で株式併合しているため、普通株式とⅥ種種類株式との単元株

式数が異なります。

４　Ⅵ種種類株式の内容は次のとおりであります。
(1) 剰余金の配当
当社は、Ⅵ種種類株式を有する株主（以下「Ⅵ種種類株主」という。）またはⅥ種種類株式の登録株式質権
者（以下「Ⅵ種種類登録株式質権者」という。）に対しては、剰余金の配当は行わない。

(2) 残余財産の分配
当社の残余財産を分配するときは、Ⅵ種種類株主またはⅥ種種類登録株式質権者に対し、普通株主または普
通登録株式質権者に先立ち、Ⅵ種種類株式１株につき10,000円（ただし、Ⅵ種種類株式について株式分割、
併合その他調整が合理的に必要とされる事由が発生した場合には、当社取締役会により合理的に調整され
た額とする。）を支払う。Ⅵ種種類株主またはⅥ種種類登録株式質権者に対しては、上記のほか残余財産の
分配は行わない。Ⅳ種種類株式、Ⅴ種種類株式およびⅥ種種類株式の残余財産の支払順位は同順位とする。

(3) 株主総会において議決権を行使することができる事項
Ⅵ種種類株主は、下記に定める場合を除き、株主総会において議決権を有しない。当社は、次の各号の決議に
つき、法令または当社の定款により要求される株主総会または取締役会による決議のほか、Ⅵ種種類株主の
種類株主総会（Ⅵ種種類株式が発行されかつ残存している場合に限る。）の特別決議をも要する。
① 会社分割（新設分割または吸収分割）
② 合併
③ 事業の全部または重要な一部の譲渡
④ 株式交換または株式移転

(4) 議決権を有していないこととしている理由
既存株主への影響並びに経営の安定化を考慮したためであります。

(5) Ⅵ種種類株式を譲渡により第三者が取得するときは、当社取締役会の承認を要するものとする。但し、リー

マン・ブラザーズ・コマーシャル・コーポレーション・アジア・リミテッドからリーマン・ブラザーズ・

アジア・キャピタル・カンパニーへの譲渡については予めこれを承認する。
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(6) 普通株式を対価として、Ⅵ種種類株主が当社に対してⅥ種種類株式を取得させる請求権

① 取得を請求し得べき期間

取得を請求し得べき期間は、2006年10月２日（月曜日）から2011年９月30日（金曜日）までとする。

② 取得の条件

Ⅵ種種類株主は、下記の条件で、当社に対して、当社の普通株式(全額払込済で追加払込義務のないもの)

を対価としてⅥ種種類株式を取得させることができる(以下第４においてかかる権利のことを「取得請

求権」という)。

(イ)　取得請求権の行使により発行すべき普通株式数

取得請求権の行使により発行すべき普通株式数は、次のとおりとする。なお、「普通株式交付価額」

は下記ロ以下に定めるところによる。

取得請求権の行使により
発行すべき普通株式数

＝

Ⅵ種種類株主が取得請求権の行使のために提出した
Ⅵ種種類株式の払込金額の総額

取得請求権の行使日において効力を有する
普通株式交付価額

発行株式数の算出にあたって１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨て、現金による調整は行

わない。

(ロ)　当初普通株式交付価額

上記イにおいて、普通株式交付価額は当初、2006年９月28日における本取引所における当社普通株式

の普通取引の終値の100％(円位未満は切り捨てる。以下第４において「当初普通株式交付価額」と

いう。)とする。

(ハ)　普通株式交付価額の修正

普通株式交付価額は、2006年10月６日（金曜日）以降2011年９月23日（金曜日）までの毎週最後の

本取引所の取引日（以下第４において「Ⅵ種種類株式修正日」という。）において、同日の本取引所

における取引終了直後をもって、当該修正日を最終日とする３連続取引日の本取引所における当社

普通株式の普通取引の終値の平均値の90％で、呼値の刻み未満を切り捨てた金額に修正される。ただ

し、普通株式交付価額は当初普通株式交付価額の40％（ただし、円位未満は切り捨て、下記ニにより

普通株式交付価額と同様に調整される。）（以下第４において「下限普通株式交付価額」という。）

を下回らず、当初普通株式交付価額の150％（ただし、円位未満は切り捨て、下記ニにより普通株式交

付価額と同様に調整される。）（以下第４において「上限普通株式交付価額」という。）を上回らな

いものとする。なお、各取引日における普通株式の「終値」とは、当該取引日の本取引所における当

社普通株式の普通取引の最終の約定価格をいう。

(ニ)　普通株式交付価額の調整

普通株式交付価額は、当社が、当社普通株式の１株当り時価を下回る払込金額で当社普通株式を発行

し、または当社の保有する当社普通株式を処分する場合（但し、株式の分割、普通株式の交付と引換

えに当社に取得される証券（権利）もしくは当社に取得させることができる証券（権利）または普

通株式の交付を当社に請求できる新株予約権(新株予約権付社債に付されたものを含む。以下同

じ。）の取得または行使による場合を除く。）には次に定める算式により調整される。なお、次の算式

において、「既発行株式数」とは、当社の発行済株式（当社が保有するものを除く。）の総数をいう。

調整後
普通株式
交付価額

＝
 

調整前
普通株式
交付価額

×
 

既発行
普通株式数
 

＋
 

新発行・
処分普通株式数

×
１株当りの
払込金額

１株当り時価

既発行普通株式数＋新発行・処分普通株式数

また、普通株式交付価額は、株式の分割により普通株式を発行する場合、当社普通株式の１株当り時

価を下回る価額をもって当社普通株式の交付と引換えに当社に取得される証券（権利）もしくは当

社に取得させることができる証券（権利）、または当社普通株式の交付を当社に請求できる新株予

約権の交付と引換えに当社に取得される証券（権利）もしくは当社に取得させることができる証券

（権利）、または当社普通株式の交付を当社に請求できる新株予約権を発行する場合、合併、会社分

割、資本の減少または普通株式の併合等その他一定の事由が生じた場合にも適宜調整される。

(7) 普通株式を対価とする、当社がⅥ種種類株主に対して有するⅥ種種類株式の取得条項（普通株式を対価と

した一斉取得）

当社は、取得請求権を行使し得べき期間中に取得請求権の行使のなかったⅥ種種類株式を、同期間の末日の

翌営業日をもって、Ⅵ種種類株式の払込金額相当額を同期間の末日において適用のある普通株式交付価額

で除して得られる数の普通株式を対価として取得する。なお、発行株式数の算出にあたって１株未満の端数

が生じたときは、これを切り捨てる。

(8) 株式の併合もしくは分割、または募集株式の割当てを受ける権利等の付与

① 会社は、法令に別段の定めがある場合を除き、Ⅵ種種類株式について株式の併合もしくは分割、株式無償

割当てまたは新株予約権無償割当てを行わない。

② 当社は、Ⅵ種種類株主に対し、募集株式の割当てを受ける権利または募集新株予約権の割当てを受ける

権利を与えない。

(9) 種類株主総会の決議

定款において、会社法第322条第２項に関する定めはしておりません。
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(2) 【新株予約権等の状況】

 該当事項はありません。

　

(3) 【ライツプランの内容】

 該当事項はありません。

　

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

　

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成21年６月30日 ─ 88,139 ─ 3,901,538 ─ 2,860,462

　

　

(5) 【大株主の状況】

当第１四半期連結会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。

　

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期連結会計期間末日現在の議決権の状況については、記載することができませんので、直前

の基準日である平成21年３月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成21年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等)
(相互保有株式)
Ⅵ種種類株式

75,000
―

Ⅵ種種類株式の内容は「(1) 株式の
総数等②発行済株式」に記載のとお
りであります。

議決権制限株式(その他)
Ⅵ種種類株式

25,000
― 同上

完全議決権株式(自己株式等)

(相互保有株式)
普通株式

61,980
―

権利内容に何ら限定のない当社にお
ける標準となる株式(自己保有株式)

普通株式
10

―

完全議決権株式(その他)
普通株式

87,976,840
8,797,684 同上

単元未満株式
普通株式

184
― １単元(10株)未満の株式

発行済株式総数 88,139,014― ―

総株主の議決権 ― 8,797,684 ―

(注) 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社及び軽貨急配㈱所有の自己株式が９株含まれております。
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② 【自己株式等】

（普通株式）

平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称等

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(相互保有株式)
軽貨急配株式会社

大阪府門真市垣内町
12番32号

61,980 ― 61,980 0.1

(自己保有株式)
トラステックスホール
ディングス株式会社

大阪府門真市垣内町
12番32号

10 ― 10 0.0

計 ― 61,990 ― 61,990 0.1

　

（第Ⅵ種種類株式）

平成21年３月31日現在

所有者の氏名
又は名称等

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(相互保有株式)
軽貨急配株式会社

大阪府門真市垣内町
12番32号

75,000 ― 75,000 0.1

計 ― 75,000 ― 75,000 0.1

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

当社株式は非上場である為、該当事項はありません。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。

　 　
　 　

EDINET提出書類

トラステックスホールディングス株式会社(E04363)

四半期報告書

13/29



第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19

年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

　なお、前第１四半期連結累計期間(平成20年４月１日から平成20年６月30日まで)は、改正前の四半期連結

財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び当

第１四半期連結累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)は、改正後の四半期連結財務諸表

規則に基づいて作成しております。

　

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結累計期間（平成20年４月

１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、また、当第１四半期連結会計期間

(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び当第１四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平

成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、霞が関監査法人により四半期レビューを受け

ております。
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１【四半期連結財務諸表】
(1)【四半期連結貸借対照表】

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 395,469 660,717

受取手形及び売掛金 794,686 833,498

割賦売掛金 311,718 349,641

商品 29,403 25,927

貯蔵品 2,127 1,855

リース投資資産 ※3
 1,543,654

※3
 1,894,932

未収入金 388,545 458,143

その他 130,827 130,160

貸倒引当金 △94,615 △98,205

流動資産合計 3,501,818 4,256,672

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 ※1
 770,322

※1
 767,594

減価償却累計額 △471,449 △466,049

建物及び構築物（純額） 298,873 301,544

機械装置及び運搬具 315,831 339,454

減価償却累計額 △288,951 △308,113

機械装置及び運搬具（純額） 26,880 31,341

土地 ※1
 635,832

※1
 635,832

その他 531,673 531,433

減価償却累計額 △451,092 △446,402

その他（純額） 80,580 85,031

有形固定資産合計 1,042,167 1,053,750

無形固定資産 297,554 304,715

投資その他の資産

長期貸付金 101,217 177,354

差入保証金 ※1
 847,357

※1
 914,926

長期未収入金 898,493 881,307

破産更生債権等 2,329,068 2,283,560

その他 28,512 31,015

貸倒引当金 △2,337,467 △2,377,810

投資その他の資産合計 1,867,182 1,910,353

固定資産合計 3,206,904 3,268,819

資産合計 6,708,722 7,525,491
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（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年３月31日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 41,434 40,583

短期借入金 248,000 272,000

1年内償還予定の社債 60,000 60,000

1年内返済予定の長期借入金 ※1
 126,700

※1
 164,500

リース債務 ※3
 1,015,400

※3
 1,198,620

委託事業主未払金 1,077,448 1,364,759

未払法人税等 143,498 125,059

割賦利益繰延 74,823 90,059

その他 568,741 404,971

流動負債合計 3,356,047 3,720,553

固定負債

社債 30,000 30,000

長期借入金 ※1
 712,500

※1
 712,500

長期未払金 118,240 172,240

退職給付引当金 65,311 68,976

債務保証損失引当金 111,258 132,894

リース債務 ※3
 537,721

※3
 706,366

リース前受収益 636,569 766,170

その他 13,950 13,950

固定負債合計 2,225,550 2,603,097

負債合計 5,581,597 6,323,650

純資産の部

株主資本

資本金 3,901,538 3,901,538

資本剰余金 2,860,462 2,860,462

利益剰余金 △7,718,431 △7,643,714

自己株式 △118,637 △118,637

株主資本合計 △1,075,067 △1,000,350

少数株主持分 2,202,191 2,202,191

純資産合計 1,127,124 1,201,840

負債純資産合計 6,708,722 7,525,491
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(2)【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

売上高 6,640,395 4,456,402

売上原価 5,075,105 3,280,517

売上総利益 1,565,290 1,175,885

販売費及び一般管理費 ※1
 1,523,532

※1
 1,049,565

営業利益 41,757 126,319

営業外収益

受取利息 1,340 555

受取手数料 8,917 5,978

その他 48,445 25,168

営業外収益合計 58,703 31,702

営業外費用

支払利息 13,838 31,704

支払手数料 78,234 66,892

その他 25,875 24,026

営業外費用合計 117,948 122,623

経常利益又は経常損失（△） △17,487 35,398

特別利益

固定資産売却益 ※2
 8,393

※2
 549

貸倒引当金戻入額 － 11,707

その他 8,415 7,175

特別利益合計 16,809 19,432

特別損失

固定資産除却損 ※3
 487

※3
 389

固定資産売却損 ※4
 3,002

※4
 556

貸倒引当金繰入額 27,227 42,621

商品処分損 20,641 －

貸倒損失 － 26,111

その他 29,708 38,464

特別損失合計 81,066 108,143

税金等調整前四半期純損失（△） △81,744 △53,312

法人税、住民税及び事業税 13,663 21,403

四半期純損失（△） △95,408 △74,716
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
　至 平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △81,744 △53,312

減価償却費 23,316 27,968

のれん償却額 6,510 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 70,288 32,652

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） △13,654 △21,635

退職給付引当金の増減額（△は減少） △7,766 △3,665

受取利息及び受取配当金 △1,455 △672

支払利息 13,838 31,704

売上債権の増減額（△は増加） 189,142 48,772

割賦売掛金の増減額（△は増加） 57,366 37,922

たな卸資産の増減額（△は増加） 38,860 △4,265

長期未収入金の増減額（△は増加） 119,774 △17,186

破産更生債権等の増減額（△は増加） △293,500 △45,508

差入保証金の増減額（△は増加） － 67,568

仕入債務の増減額（△は減少） △51,831 △286,460

未払消費税等の増減額（△は減少） 48,185 △14,933

その他の資産・負債の増減額 △144,269 22,223

その他 △963 8,169

小計 △27,903 △170,657

利息及び配当金の受取額 2,258 261

利息の支払額 △11,459 △4,710

法人税等の支払額 △3,045 △2,570

営業活動によるキャッシュ・フロー △40,150 △177,675

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の払戻による収入 77,083 －

有形固定資産の取得による支出 △9,898 △3,227

有形固定資産の売却による収入 8,960 855

貸付けによる支出 － △1,200

貸付金の回収による収入 86 341

その他 △19,392 △14,152

投資活動によるキャッシュ・フロー 56,838 △17,384

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △557,873 △24,000

長期借入れによる収入 255,000 －

長期借入金の返済による支出 △308,403 △37,800

配当金の支払額 △40 △26

株式の発行による支出 － △7,773

その他 △507 △587

財務活動によるキャッシュ・フロー △611,824 △70,187

現金及び現金同等物に係る換算差額 0 0

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △595,136 △265,247

現金及び現金同等物の期首残高 926,586 660,717

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 331,450

※
 395,469
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【継続企業の前提に関する注記】

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

該当事項はありません。

　
　

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日  至　平成21年６月30日)

　
当第１四半期連結会計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

１　連結の範囲に関する事項の変更 (1) 連結の範囲の変更

当第１四半期連結会計期間より、新たに設立したトラステックス

人材サービス株式会社を連結の範囲に含めております。

　 (2) 変更後の連結子会社の数

６社

　

【簡便な会計処理】

　

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日  至　平成21年６月30日)

　
当第１四半期連結会計期間

(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　１　固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償

却費の額を期間按分して算出する方法によっております。

　

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

　

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日  至　平成21年６月30日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

※１　担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。

　　　　(金融機関に対するもの)

※１　担保に供している資産及びこれに対応する債務は

次のとおりであります。

　　　　(金融機関に対するもの)

　　(1) 担保提供資産

　 　

建物 154,575千円

土地 521,067千円

計 675,643千円

　　(1) 担保提供資産

　 　

建物 156,765千円

土地 521,067千円

計 677,833千円

　　(2) 上記に対応する債務

一年以内返済予定の長期借入金 126,700千円

長期借入金 12,500千円

計 139,200千円

　　(2) 上記に対応する債務

一年以内返済予定の長期借入金 164,500千円

長期借入金 12,500千円

計 177,000千円

　　　　(上記以外のもの)

　　(1) 担保提供資産

差入保証金 382,574千円

　　　当社が信販会社に対して行っている注記２の債務保
証の担保に供しております。

　　　　(上記以外のもの)

　　(1) 担保提供資産

差入保証金 411,857千円

　　　当社が信販会社に対して行っている注記２の債務保
証の担保に供しております。

　２　保証債務

(1)割賦債務

　　　当社委託事業主の下記の信販会社からの割賦債務に

対して次のとおり債務保証を行っております。

㈱セディナ(旧クオーク) 21,000千円

日本カーソリューションズ㈱ 2,262千円

㈱セディナ(旧セントラルファ

イナンス)
2,057千円

㈱アプラス 239,496千円

ＧＥフィナンシャルサービス㈱ 31,374千円

アフレッシュクレジット㈱ 5,486千円

九州日本信販㈱ 66,868千円

新生セールスファイナンス㈱ 3,192千円

新洋信販㈱ 13,099千円

計 384,837千円

債務保証損失引当金 △45,270千円

差引額 339,566千円

　　　なお、㈱クォーク及び㈱セントラルファイナン　　　ス

は合併により平成21年４月１日付で㈱セディナに商

号変更しております。

　ＧＥ三洋クレジット㈱は平成21年４月１日付でＧ

Ｅフィナンシャルサービス㈱に商号変更しておりま

す。

　２　保証債務

(1)割賦債務

　　　当社委託事業主の下記の信販会社からの割賦債務に

対して次のとおり債務保証を行っております。

㈱クオーク 21,000千円

日本カーソリューションズ㈱ 4,507千円

㈱セントラルファイナンス 2,057千円

㈱アプラス 239,496千円

ＧＥ三洋クレジット㈱ 60,657千円

アフレッシュクレジット㈱ 5,486千円

九州日本信販㈱ 66,868千円

新生セールスファイナンス㈱ 3,192千円

新洋信販㈱ 13,099千円

計 416,365千円

債務保証損失引当金 △56,405千円

差引額 359,960千円

　　　なお、㈱クォーク及び㈱セントラルファイナンスは合

併により平成21年４月１日付で㈱セディナに商号変

更しております。

　ＧＥ三洋クレジット㈱は平成21年４月１日付でＧ

Ｅフィナンシャルサービス㈱に商号変更しておりま

す。
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当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

(2)リース債務

　　　当社委託事業主の、クォンタムジャンプジャパン㈱か

らのリース債務に対して次のとおり債務保証を行っ

ております。

クォンタムジャンプジャパン㈱ 960,586千円

債務保証損失引当金 △65,988千円

差引額 894,597千円

　　なお、上記の他債権流動化による売掛金譲渡高

　　　　　　　　　　　　　　　　　 882,779千円

 

(2)リース債務

　　　当社委託事業主の、クォンタムジャンプジャパン㈱か

らのリース債務に対して次のとおり債務保証を行っ

ております。

クォンタムジャンプジャパン㈱ 1,131,221千円

債務保証損失引当金 △76,489千円

差引額 1,054,731千円

　　なお、上記の他債権流動化による売掛金譲渡高

　　　　　　　　　　　　　　　   1,115,571千円　

 

※３　転リース取引に該当し、かつ、利息相当額控除前の

金額で四半期連結貸借対照表に計上している額

（1）リース債権及びリース投資資産

流動資産 1,543,654千円

（2）リース債務

流動負債 1,012,972千円

固定負債 530,681千円

※３　転リース取引に該当し、かつ、利息相当額控除前の

金額で連結貸借対照表に計上している額

（1）リース債権及びリース投資資産

流動資産 1,894,932千円

（2）リース債務

流動負債 1,196,224千円

固定負債 698,707千円

　
　

(四半期連結損益計算書関係)

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日  至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 至　平成21年６月30日)

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は、次のとおりであります。

 

報酬及び給与手当 678,755千円

賃借料 193,624千円

広告宣伝費 146,744千円

貸倒引当金繰入額 120,780千円

退職給付引当金繰入額 2,787千円

減価償却費 19,972千円

のれん償却費 6,510千円

 

※２　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金　額

は、次のとおりであります。

 

報酬及び給与手当 421,882千円

賃借料 195,948千円

広告宣伝費 4,670千円

貸倒引当金繰入額 87,769千円

退職給付引当金繰入額 2,196千円

減価償却費 25,908千円

のれん償却費 ─千円

 

※２　固定資産売却益の内訳は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 8,393千円

　

機械装置及び運搬具 549千円

　

※３　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 ※３　固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 487千円

　

機械装置及び運搬具 389千円

　

※４　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 ※４　固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。

機械装置及び運搬具 3,002千円

　

機械装置及び運搬具 556千円
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(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日  至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日  至　平成21年６月30日)

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 554,366千円

預入期間が３か月超の定期預金 △222,916千円

現金及び現金同等物 331,450千円
 

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 395,469千円

預入期間が３か月超の定期預金 ─千円

現金及び現金同等物 395,469千円

　

(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間末（平成21年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自　平成21年４月１

日　至　平成21年６月30日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 88,039,014

第Ⅵ種種類株式(株) 100,000

合計(株) 88,139,014

　

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 61,999

第Ⅵ種種類株式(株) 75,000

合計(株) 136,999

　

３　新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　

４　配当に関する事項

（1）配当金支払額

該当事項はありません。

　

（2）基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配当効

力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

該当事項はありません。

　

５　株主資本の著しい変動に関する事項

該当事項はありません。
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(リース取引関係)

前第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日  至　平成20年６月30日)

　該当事項はありません。

　

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日  至　平成21年６月30日)

　該当事項はありません。

　

(有価証券関係)

前第１四半期連結会計期間末(平成20年６月30日)

　該当事項はありません。

　

当第１四半期連結会計期間末(平成21年６月30日)

　該当事項はありません。

　

(デリバティブ取引関係)

前第１四半期連結会計期間末(平成20年６月30日)

　該当事項はありません。
　

当第１四半期連結会計期間末(平成21年６月30日)

　該当事項はありません。

　

(ストック・オプション等関係)

前第１四半期連結会計期間(自　平成20年４月１日  至　平成20年６月30日)

　費用計上額及び科目名

　販売費及び一般管理費の株式報酬費用　　3,940千円

　

当第１四半期連結会計期間(自　平成21年４月１日  至　平成21年６月30日)

　該当事項はありません。

　

EDINET提出書類

トラステックスホールディングス株式会社(E04363)

四半期報告書

23/29



(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　

　
運送事業
(千円)

開発事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 6,272,986367,4096,640,395 ― 6,640,395

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 6,272,986367,4096,640,395 ― 6,640,395

営業利益又は
営業損失（△）

654,217△400,481 253,735(211,978)41,757

(注) １　事業区分の方法

事業は、貨物運送受託に関連する事業としての運送事業と、貨物運送受託業務の遂行のために開発した委託事

業主等に対する貨物軽自動車の販売、当社仕様の貨物軽自動車用架装ボディの販売及びリースに関連する事

業としての開発事業に区分しております。

２　各区分に属する主要な商製品の名称

　
事業区分
(業務)

品目 内容

運送事業
(貨物運送受託業務)

貨物運送収入 貨物軽自動車運送業務及び当該附帯業務の受託

その他営業収入
上記業務に付随して発生する貨物事故対策分担
金、貨物等の保管、保管附帯収入、経営届申請費用、
売上保証分担金等

開発事業
(委託事業主開発業務等)

商品売上高
委託事業主(オーナー・オペレーター)及びリース
会社に対する当社仕様の貨物軽自動車及び附属品
の販売収入

その他営業収入
上記業務に付随して発生する加盟店手数料、リー
ス料収入等
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当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　

　
運送事業
(千円)

開発事業
(千円)

計
(千円)

消去又は全社
(千円)

連結
(千円)

Ⅰ　売上高及び営業損益 　 　 　 　 　

売上高 　 　 　 　 　

(1) 外部顧客に対する売上高 4,178,507277,8954,456,402 ― 4,456,402

(2) セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 4,178,507277,8954,456,402 ― 4,456,402

営業利益 427,521 34,315 461,836(335,516)126,319

(注) １　事業区分の方法

事業は、貨物運送受託に関連する事業としての運送事業と、貨物運送受託業務の遂行のために開発した委託事

業主等に対する貨物軽自動車の販売、当社仕様の貨物軽自動車用架装ボディの販売及びリースに関連する事

業としての開発事業に区分しております。

２　各区分に属する主要な商製品の名称

　
事業区分
(業務)

品目 内容

運送事業
(貨物運送受託業務)

貨物運送収入
貨物軽自動車運送業務及び当該附帯業務の受託、
人材派遣業務

その他営業収入
上記業務に付随して発生する貨物事故対策分担
金、貨物等の保管、保管附帯収入、経営届申請費用、
売上保証分担金等

開発事業
(委託事業主開発業務等)

商品売上高
委託事業主(オーナー・オペレーター)及びリース
会社に対する当社仕様の貨物軽自動車及び附属品
の販売収入

その他営業収入 上記業務に付随して発生するリース料収入等

　

【所在地別セグメント情報】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　在外子会社及び重要な在外支店がないため、記載を省略しております。

　

【海外売上高】

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　海外売上高がないため、該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

前第１四半期連結累計期間(自　平成20年４月１日　至　平成20年６月30日)

　該当事項はありません。

　

当第１四半期連結累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

　
当第１四半期連結会計期間末
(平成21年６月30日)

前連結会計年度末
(平成21年３月31日)

　 　

１株当たり純資産額 △15.06円
　

　 　

１株当たり純資産額 △14.21円
　

　

２　１株当たり四半期純損失及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

　

前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日  至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日 至　平成21年６月30日)

１株当たり四半期純損失(△) △1.08円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―円
　

１株当たり四半期純損失(△) △0.85円

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益 ―円
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、１株当たり四半期純損失であるため記載しておりませ

ん。

２　１株当たり四半期純損失の算定上の基礎

項目
前第１四半期連結累計期間
(自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日)

当第１四半期連結累計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

四半期連結損益計算書上の四半期純損失(△)(千円) △95,408 △74,716

普通株式に係る四半期純損失(△)(千円) △95,408 △74,716

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(千株) 87,977 87,977

　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

　

２【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

　

平成20年12月19日

トラステックスホールディングス株式会社

取締役会　御中

　

霞 が 関 監 査 法 人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　森田　義　　印

　
指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　山本　隆　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトラ

ステックスホールディングス株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１

四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、

四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レ

ビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四

半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トラステックスホールディングス株式会社及

び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点におい

て認められなかった。

　

追記情報

１　四半期報告書の訂正報告書の提出理由に記載されているとおり、会社は金融商品取引法第24条の４の７

第４項の規定に基づき四半期連結財務諸表を訂正している。当監査法人は訂正後の四半期連結財務諸表

について監査を行った。

２　継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況に記載されているとおり、会社は当第1四半期連

結会計期間において金融機関とのコミットメントラインの財務制限条項に抵触しており、貸付人等から

請求があったときは、直ちに債務を返済する必要があるため、継続企業の前提に関する重要な疑義が存在

している。当該状況に対する経営者の対応等は当該注記に記載されている。四半期連結財務諸表は継続企

業を前提として作成されており、このような重要な疑義の影響を四半期連結財務諸表には反映していな

い。

３　重要な後発事象に記載されているとおり、連結子会社である軽貨急配株式会社は、平成20年７月25日開

催の取締役会において劣後ローンによる資金調達を決議し、同日付けで劣後ローン契約を締結し、平成20

年７月29日に払込みが完了した。
　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
以　上

　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告書提出会社)が

別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　

平成21年８月13日

　

トラステックスホールディングス株式会社

取締役会  御中
　
　

霞 が 関 監 査 法 人

　
　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　森田　義　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　山本　隆　　印

　

　

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているトラ

ステックスホールディングス株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の第１

四半期連結会計期間（平成21年４月１日から平成21年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成21

年４月１日から平成21年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半

期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期

連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する

結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正

妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、トラステックスホールディングス株式会社及

び連結子会社の平成21年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点におい

て認められなかった。

　

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　

以　上
　
 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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